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（キーワード） 人口移動、産業の多様性指数、住宅取得能力、空間的相互作用、 
修正重力モデル

（視　点）
　16年の都道府県間人口移動をみると、東京都の転入超過数が7.4万人に達するなど、地方の人
口減少の一因として東京一極集中が問題視されている。住民は、多様で豊富な雇用機会、高い所
得水準、リーズナブルな物価水準・住宅価格、ゆとりのある住環境、快適な通勤環境など、様々
な要因を比較考量して居住地を選択し、地域間で人口が移動するものと考えられる。そこで本稿
では、都道府県間の人口移動をもたらす地域の経済・社会構造を分析することで、都道府県間の
人口移動の要因を検討し、地方における人口流出に関する課題や問題点などについて考察する。

（要　旨）
⃝	16年の人口動態をみると、人口減が著しい秋田県の社会増減率は△0.41％、自然増減率は
△0.92％であり、地方では少産多死が人口減の主因である。しかし、少子化の原因は出産を
担う若年層の転出であり、秋田県は15〜24歳（15年）世代が5年間で2割超県外へ転出した。

⃝	若年層（20〜24歳）の人口移動者の23％が職業上の理由で転居している。様々な産業が立
地し、地域特有の産業が集積する地域は働き口の選択肢が豊富で魅力的な労働市場である。
北関東甲信越・北陸等の自動車・電機メーカー等の集積地は産業の裾野が広く、産業の多様
性が高い。また、IT関連等の知識産業は東京都に集中しており、大都市圏は地域特有の産
業が集積している。一方、人口流出が顕著な四国・九州・東北・山陰等は対個人サービス業等
の日常生活を支える“非基盤産業”のシェアが高く、労働市場として魅力が少ない面もある。

⃝	所得水準も人口移動に影響を及ぼすと見込まれ、金融・情報通信・商社等の賃金が高い産業
が集積する東京都・大阪府、輸出産業が多い愛知県・三重県・滋賀県、研究開発施設が集積す
る茨城県・神奈川県等が比較的高かった。一方、地方は物価が安いものの、東京都との格差
は最大で10％にも満たない。物価の地域差を加味した実質的な所得水準は依然として大都
市圏で高く、地方の生活コストの安さが所得格差を減殺する効果は限定的である。

⃝	都道府県間人口移動者数の決定要因を統計的に算出すると、人口が多い地域ほど、より雇
用の受け皿が大きく、より距離が近い地域へ多く移動し、①賃金が高い、②物価が安い、
③住宅が取得しやすい、④都市の郊外化が進んでいる地域へ移動しやすいことが判明した。

⃝	地方では“稼ぐ力”を高めるために観光産業振興を推進するケースが多いが、宿泊業は賃金水
準が低く、三大都市圏や京都・沖縄等の有力観光地へ就業者がシフトしている。就業者の流
入が多いのは輸出産業やIT関連等の知識産業等の集積地である。地方では人口減少に歯止
めをかけるためにも、観光産業等での高付加価値化で所得水準を引き上げる必要があろう。
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1．問題意識

　総務省統計局『住民基本台帳人口移動報

告』によると、16年の人口移動（日本人移動

者）は、南関東4都県（埼玉県・千葉県・東京

都・神奈川県）および愛知県・大阪府・福岡県の

7都府県のみ転入者数が転出者数を超過し

た。転入超過数は南関東で11.8万人（図表1）、

とりわけ東京都は7.4万人に達している。人

口の東京一極集中が地方経済を衰退させてい

るという見解は、“消滅可能性都市”で話題を

呼んだ増田寛也元総務相が座長を務めた日本

創成会議の報告書『地方消滅−東京一極集中

が招く人口急減−』などで広く世間に浸透し

た。地方では、特に高校・大学卒業後の進学

や就職を契機とした10歳代後半〜20歳代前

半の若年層の県外転出が著しく、出産の担い

手である若年女性の転出が出生数の減少を招

いて人口減少に拍車が掛かっているという点

が問題視されている。

　政府は、地方から東京への若年層の人口流

出の是正に努めており、『まち・ひと・しごと

創生総合戦略（2016改訂版）』『まち・ひと・し

ごと創生基本方針2017』『骨太の方針2017』

などで、東京都特別区（23区）の大学生定

員数の増加や学部の新増設等を制限する方針

を示した。また、企業の本社機能の地方移転

や拡充などに対して税制等で優遇しており

（地方拠点強化税制など）、就業機会の東京圏

への集中緩和などの施策も実施している。地

方創生の一環として、東京一極集中を抑制す

るための規制強化や企業の地方進出に対する

優遇に取り組んでいる。

　住民は、多様で豊富な雇用機会・学習機

会、高い所得水準、リーズナブルな物価水準

や住宅価格、ゆとりのある住環境、快適な通

勤環境など、様々な要因を比較考量して居住

地を選択し、その結果として地域間の人口移

（備考）1	．転入超過数＝他地域からの転入者数−他地域への転出者数
2	．総務省統計局『住民基本台帳人口移動報告』より信金中央金庫	地域・中小企業研究所が算出、作成
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図表1　人口移動における主要地域別転入超過数（日本人）
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動が生じるものと考えられる。そこで本稿で

は、都道府県間の人口移動をもたらす地域の

経済・社会構造を分析することで、都道府県

間の人口移動の要因を検討し、地方における

人口流出に関する課題や問題点などについて

考察する。

2	．都道府県の人口増減の概況〜少産
多死で社会減少より自然減少の押下
げ寄与大

　地方における人口減少に対する懸念が強

まっているが、前述の通り、政府は、その対

策の一環として東京一極集中を是正するため

の施策を実施している。

　16年の人口動態を、総務省『住民基本台

帳に基づく人口、人口動態及び世帯数』でみ

ると、出生者数から死亡者数を差し引いた自

然増減数が沖縄県・愛知県・東京都を除く44

道府県でマイナスであり、大半の地域は、都

道府県間の人口移動である社会増減数より

も、自然増減数の方が人口の押下げに大きく

寄与していることに留意を要する（図表2）。

　自然増減率は、沖縄県が0.34％と高いもの

の、愛知県と東京都は0.01％、滋賀県は△0.02％

でほぼゼロであり、秋田県（△0.92％）、高

知県（△0.75％）、山形県（△0.68％）、岩手県

（△0.67％）、青森県（△0.65％）などは大幅

なマイナスである。一方、社会増減率は、青

森県（△0.44％）、秋田県（△0.41％）、和歌山

県（△0.37％）、長崎県（△0.35％）、宮崎県

（△0.34％）でマイナス幅が大きいものの、

総じて自然増減率と比べると押下げ幅は小さ

い。転入超過で若年層が多い東京都や愛知県

でも、自然増減要因の人口増加に対する寄与

はほぼゼロである。地方では、少産多死によ

る自然増減要因が人口減少に及ぼす影響がと

りわけ大きい。

　しかし、出生数の減少は、出産の担い手で

（備考）1	．人口は日本人と外国人を合わせた総計
2	．総務省『住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数』より信金中央金庫	地域・中小企業研究所が作成
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図表2　16年の人口増減率（総計、住民基本台帳）
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ある若年女性の県外転出などの社会増減要因

に起因している。合計特殊出生率が全国的に

低下してきたことも出生数の減少に寄与して

いるが、結婚・出産適齢期の世代の県外流出

は、社会増減要因のみならず、将来的には自

然増減要因として人口の減少に大きな影響を

及ぼす。図表3は、10〜15年の5年間におけ

る若年層の転入超過率（対10年の全年齢合

計の常住地人口比）を示している。高校卒業

後に大学・専門学校等へ進学や企業等へ就職

をする世代（18〜19歳）を含む15〜19歳

（15年10月1日時点の年齢）は、青森県・秋田

県・福島県・長野県・和歌山県・長崎県・宮崎県

で転入超過率が△0.3％を上回るマイナス幅

であった。また、5年前は中高生だった世代

（20〜23歳）を含む20〜24歳は、青森県・岩

手県・秋田県・福島県・長野県・和歌山県・島根

県・長崎県・宮崎県・鹿児島県が△0.6％を超え

るマイナス幅であり、若年層の転出が人口減

少に大きく寄与している。

　一方、多くの大学や企業の本社等が立地し

ている三大都市圏の南関東4都県や京都府・

大阪府・愛知県、地方の中核都市がある宮城

県・石川県・岡山県・福岡県などは15〜24歳の

転入が超過しているか、転出超過でも小幅に

とどまっている。また、25〜29歳では、大

学生の就職に伴う転出の影響が大きい京都府

や奈良県などを除いて、地方でも、転勤や出

身地での就職等で転入が超過している地域も

散見される。

　図表4は、各都道府県の若年層（15年10月

1日時点で15〜24歳の男女）がどの地域へ転

出したのかを示している。秋田県・鳥取県・島

根県・長崎県・宮崎県は県外転出者が2割を超

えた。秋田県についてみると、5年前（10

年）に秋田県に住んでいた者のうち、15年

に秋田県以外の東北に住んでいる者の割合は

8.7％、南関東は8.9％である。秋田県では、

（備考）1	．年齢は15年10月1日時点。10〜15年の移動状況や5年前（10年）の常住地が「不詳」の者、「国外」移動者は含ん
でいない。
2．総務省統計局『国勢調査』より信金中央金庫	地域・中小企業研究所が算出、作成
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図表3　10〜15年における若年層の転入超過率（対10年の全年齢合計の常住地人口比）
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県外転出者が自地域内に留まるよりも、首都

圏に転出する者の方が多い。また、九州各県

は、福岡県等の九州内に留まる傾向が強い一

方、総じて近畿への転出者数が南関東よりも

少ない。地域間の距離が一定の範囲を超える

と、物理的距離・時間距離等で優位にある近

畿圏より、雇用機会・学習機会等がより豊富

な首都圏の方が選択される傾向が強いものと

推測される。

3	．高校卒業後の進路〜県外進学者が
多い県でも自地域内の大学に入学す
る傾向が強い

　地方における若年層の人口流出は、高校卒

業後の都市部への大学進学や就職を契機とし

ているケースが多い。都道府県別の大学等進

学率（17年3月高校卒業）をみると、低い県で

も沖縄県は39.5％、鳥取県は42.3％、山口県

は43.5％、岩手県は43.6％、長崎県は43.7％、

佐賀県は44.0％と4割程度に達しており、専修

学校も含めれば総じて6割を超える（図表5）。

大学入学者のうち県外の大学に入学した者の

割合は、和歌山県が88.6％に達し、奈良県・

佐賀県・島根県・鳥取県などが85％前後で高

い（図表6）。東京都や大阪府・京都府・愛知

県・福岡県等の“旧帝大”等の大規模大学が立

地する都道府県の隣接県や、山陰など域内に

総合大学等が少ない地域で県外に進学する傾

向が強い。

　また、進路先が就職の割合は、東京都・神奈

川県・京都府では1割を下回るなど、都市圏

で低い一方、青森県・岩手県・秋田県・山口

県・佐賀県・長崎県は3割を超えており、東北

や九州経済圏などでは就職する傾向が強い。

特に、鹿児島県・宮崎県・熊本県・佐賀県といっ

た九州や青森県・奈良県では、就職者のうち

（備考）1	．15年10月1日時点で15〜24歳の男女における10〜15年の転出先別県外転出者数を当該世代の5年前の常住都道府県
の人数で割った比率。「国外」転出者、5年前の常住都道府県が「不詳」、移動状況が「不詳」の者は含んでいない。
2	．総務省統計局『国勢調査』より信金中央金庫	地域・中小企業研究所が算出、作成
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図表4　若年層（15年時点で15〜24歳）の10〜15年の5年間における転出先別の県外転出者比率
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県外の割合が4割を超えている。一方、北関東

甲信越・北陸・東海などは、愛知県や石川県を

除いて大学進学先が県外であることが多い半

面、就職では、自動車・電機製造業等の雇用

吸収力が大きい産業が集積していることもあ

り、高校卒業後は地元に留まる割合が高い。

　県外の高校から県内に就職した人数から県

内の高校から県外へ就職した人数を差し引い

た就職者流入超過率をみると（図表7）、東

北や九州で流出超過幅が大きい。茨城県・岐

阜県・三重県・和歌山県などは、県外への大学

入学・就職者数が県外からの大学入学・就職者

数を上回った規模が対17年3月高校卒業生数

比で3割を超えており、この中には実家から

通学・通勤している者も含まれるが、高校卒

業を契機に県外へ転出する影響が大きいこと

が分かる。一方、東京都と京都府は流入超過

率が7割を超えており、大学の集中が突出し
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図表5　高校所在地別の高校卒業者の進路別構成比

（備考）1	．図表5は17年3月卒業者。大学等進学率には短期大学なども含む。
2	．大学所在地は入学した学部が立地する都道府県。県外大学入学割合は、出身高校所在地別大学入学者数のうち、
県外の大学に入学した人数の割合とした。
3	．文部科学省『学校基本調査（平成29年度速報）』より信金中央金庫	地域・中小企業研究所が算出、作成
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ている。このような状況を背景に、政府は東

京都23区の大学定員数・学部新設の抑制に努

めている。

　では、具体的に、各都道府県の高校の卒業

生は、どの地域の大学に入学しているのかを

みると、北海道・宮城県・東京都・愛知県・京都

府・大阪府・広島県・福岡県・沖縄県といった、

大都市・地方中枢都市圏や沖縄県のような大

都市圏から遠方にある地域では、地元都道府

県の大学に半数超が進学している（図表8）。

また、図表6で県外大学入学割合が高かった

和歌山県は、約85％は自地域の近畿にある

大学に入学しており、大半が自宅通学か自地

域内の人口移動に留まっている。九州沖縄の

各県も、約65％超は域内の大学に進学する

など、高校卒業後に多くの学生は自地域に残

る傾向が強い。福岡県が、九州における大学

進学時の人口流出を堰き止める“ダム機能”の

役割を果たしているといえる。一方、自地域

以外の大学に進学する割合が高い県も散見さ

（備考）1	．大学入学者（就職者）流入超過率は、県外高校から県内大学（就職先）への進学者数（就職者数）−県内高校か
ら県外大学（就職先）への入学者数（就職者数）の17年3月の県内高校卒業者数に対する比率
2	．文部科学省『学校基本調査（平成29年度速報）』より信金中央金庫	地域・中小企業研究所が算出、作成
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図表7　出身高校所在地別の大学入学者・就職者の流入超過率（対17年3月県内高校卒業者数比）

（備考）1	．大学所在地は入学した学部がある都道府県
2．文部科学省『学校基本調査（平成29年度速報）』より信金中央金庫	地域・中小企業研究所が算出、作成
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れ、東北各県は関東甲信越、北陸の富山県は

関東甲信越、福井県は近畿、東海の静岡県は

関東甲信越、中四国の鳥取県・島根県・岡山

県・徳島県・香川県・高知県は近畿、山口県は

九州沖縄への割合が20％を超えるなど、域

外への進学が多い。静岡県は、東海よりも関

東甲信越の大学に進学する学生の方が多く

（東海42％、関東甲信越45％）、特に県東部

は首都圏との交流が盛んなものと見込まれ

る。また、鹿児島県は、九州の大都市圏（北

九州市・福岡市等）から距離が遠いこともあ

り、関東甲信越の大学に入学した割合が

18％に達する。自地域内の中核的な都市へ

のアクセスが不便な県ほど、首都圏の大学に

進学する傾向が強い。交通網等のアクセスの

容易さや経済圏などの結びつきなども影響し

て、県外の大学進学先が選択されている様子

がうかがえる。

4	．都道府県の雇用環境〜東京都の
“地域偏在産業”の集積が突出

（1	）都道府県の雇用状況〜北陸・東海で労働

需給の逼迫が顕著

　前章では、高校卒業後の大学進学に伴う県

外転出の状況をみた。京都府などの大学が集

積している地域は大学入学者の転入が多いも

のの、その地域に十分な雇用の受け皿として

働き甲斐のある職場がなければ、大学卒業後

に他の地域へ職を求めて転出してしまい、中

長期的な定住に結びつかない。国立社会保

障・人口問題研究所『第8回人口移動調査

（16年概要）』によると、20〜24歳のうち、5年

前の居住地が現住地と異なる割合が約35％

にのぼった。そのうちの23.2％は移動した理

由を就職・転職・転勤等の「職業上の理由」と

回答しており、31.6％の「入学・進学」に次ぐ

割合を占めている。どのような仕事をしたい

のかという職業選択は、人口の地域間移動に

おいて重要な要因であり、地域の雇用環境や

産業構造は人口移動の行き先を決定付ける。

　近年、日本の労働市場は非常に力強く回復

している。16年平均でみると、完全失業率は

全国で3.1％と、10年の5.1％をピークに低下

基調をたどっている。有効求人倍率も1.36倍

で、09年の0.47倍をボトムに大幅に改善した。

都道府県別に16年平均の完全失業率と有効

求人倍率（就業地ベース）をみると（図表9）、

富山県・石川県・福井県、岐阜県・愛知県・三重

県や島根県など、北陸・東海・中国で完全失業

率が低く、雇用過不足の尺度である有効求人

倍率が高い県が多い。特に、労働力率（15

歳以上人口に占める就業者＋完全失業者の割

合）がすでに高い北陸・東海は、失業率の低

下余地が小さい一方、求人件数が多いため、

企業は人材難に直面し、雇用確保の余力が乏

しいものと推測される。一方、和歌山県や佐

賀県・大分県・宮崎県・長崎県・鹿児島県といっ

た九州などでは、失業率が低水準で労働意欲

がある人材の活用は進んでいるものの、求人

倍率は全国水準よりも低く、企業による積極

的な雇用確保の動きは比較的弱い。また、沖

縄県・青森県・高知県などの首都圏から遠方に

ある地域や大阪府・福岡県・北海道などの都市

部では、失業率が高く求人倍率が低い。これ
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らの地域は、雇用環境は改善しているもの

の、人口規模に比べて雇用の受け皿が相対的

に少ない可能性がある。大阪府などの都市部

は、転職や開廃業等が比較的活発なことが、

失業率を高める一因であると推測される。ま

た、東京都や宮城県・熊本県は、失業率が高

い一方で有効求人倍率も高いことから、職は

あるけれど企業と求職者の要望が合わない雇

用のミスマッチが大きい可能性がある。特

に、宮城県や熊本県は地震の被災地であり、

復興等に関連する分野で人材不足が生じてい

るおそれがある。

（2	）都道府県の産業集積構造〜“産業の多様

性”と“地域偏在産業の集積度”を算出

　全国的に有効求人倍率は1倍を超えてお

り、北陸・東海等は労働需給が逼迫するな

ど、仕事の内容を選ばなければ地方でも就職

しやすくなっている。しかし、地方では、働

きたいと希望する産業や企業が立地していな

いなど、業種・職種の多様性が低く、就きた

い職業が大都市圏にしかないため、県外への

転出者が多くなっているおそれがある。

　図表10は、各産業（中分類）について、従

業者数の都道府県別構成比（14年）の2乗和

を算出し、産業が特定の都道府県に偏在・集

中して立地しているのかを指数化した“都道

府県集中度”である。例えば、SNS運営業・

ウェブコンテンツ配信業等を含むインター

ネット附随サービス業は、従業者の約7割が

東京都の事業所で働いており、ネット関連分

野やソフトウエア等の情報サービス業・通信

（備考）1	．16年平均。完全失業率はモデル推計値、有効求人倍率は就業地ベース
2	．総務省統計局『労働力調査』、厚生労働省『一般職業紹介状況』より信金中央金庫	地域・中小企業研究所が算出、
作成
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業などのIT産業は東京都への集中度が極め

て高い。スマホ利用者の増加、IoT（モノの

インターネット）・AI（人工知能）・クラウドサー

ビス（ネット経由によるPCサービス提供）・

FinTech（IT活用による革新的な金融サービ

ス）等の普及は、IT系エンジニアの需要を著

しく高めており、多くの人材が東京都へ流入

することを促している。他の業種では、パイ

ロット・客室乗務員等の航空運輸業、アニ

メ・音楽・映画制作等を含む映像・音声・文字情

報制作業や放送業・広告業等のマスメディ

ア、金融商品取引業・貸金業等の金融・不動産

業、総合商社等の各種商品卸売業など、専門

性や所得水準が高い人気職業などは東京都に

偏在している。IT等の知識産業などは、特

定地域に集積することによる情報交換の活発

化などで、新サービスの開発等が促される

“外部経済効果”などのメリットがあるとされ

る。また、マスメディアや規制業種等は中央

官庁等への近接性などで首都に立地する必要

性が高いなど、東京都に集積することの経済

効果が大きい。

　就職先として他県からの転入者が多い地

域は、①多彩な産業が立地して様々な職業

への就職希望者が集まる地域、②生活関連

サービス業・飲食料品小売業・介護事業等の

どの地域でも立地している日常生活に必要

な産業だけではなく、IT関連分野やマスメ

ディア等、集積の経済効果が強い地域偏在

的な産業が立地している地域であると考え

られる。そこで、各都道府県の「産業の多

様性指数」と「地域偏在産業の集積度」の散

（備考）1	．都道府県集中度は、各産業（中分類）の従業者数の都道府県別構成比（％）の2乗和とした。14年7月1日現在。
個人経営の農業・林業・漁業等は含まない。
2	．総務省統計局『経済センサス−基礎調査』より信金中央金庫	地域・中小企業研究所が算出、作成
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図表10　各産業（中分類）の従業者数に関する都道府県集中度
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布図を描いた（図表11）。

　「産業の多様性指数」は、各都道府県にお

ける従業者数の産業別構成比（小分類）の2

乗和の逆数とした。例えば、10業種の産業

があって、各産業の従業者数が等しい（割合

は各0.1）地域は、1÷（0.12×10）＝10となる。

一方、2業種の産業しかなく、この2業種の

従業者数が等しい（割合は各0.5）地域は、1÷

（0.52×2）＝2となり、前者より産業の多様性

指数は低い数値になる。多様性が高いのは、

栃木県・岐阜県・大阪府・茨城県・滋賀県・福井

県・富山県・福島県・石川県・宮城県など、北関

東甲信越・東海・近畿・北陸・南東北などの県で

あった。生活関連サービス業・小売業・介護事

業等の個人向けサービス業だけでなく、製造

業等の産業の裾野が広く、域外から資金を稼

ぐ“基盤産業”が集積している地域は、多様性

指数が高い傾向がある。また、東京都などの

大都市圏は、IT関連・マスメディア等の大都

市圏特有の知識産業などが立地する半面、用

地確保・地価・各種規制等の問題で製造業等の

従業者数が少ないこともあり、多様性指数が

それほど高くならないものと推測される。

　一方、高知県・鹿児島県・長崎県・沖縄県・宮

崎県・熊本県・青森県・秋田県・鳥取県・島根県

など、四国・九州・北東北・山陰等は、小売・生

活関連サービス・医療福祉などの個人向け産

業の従業者の割合が高く、多様性指数が低

（備考）1	．産業の多様性指数＝1÷Herfindahl-Hirschman指数。Herfindahl-Hirschman指数は、各都道府県における従業者数
の産業別構成比（小分類）の2乗和とした。個人経営の農業・林業・漁業等は含まない。14年7月1日現在
2	．地域偏在産業の集積度は、産業の地域偏在度を当該県における従業者数の産業別構成比（小分類）で加重平均し
た数値とした。産業の地域偏在度は、各産業（小分類）における従業者数の都道府県別構成比（％）の2乗和平方根
とした。
3．総務省統計局『経済センサス−基礎調査』より信金中央金庫	地域・中小企業研究所が算出、作成
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図表11　都道府県の「産業の多様性」と「地域偏在産業の集積度」
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まったものと考えられる。

　「地域偏在産業の集積度」は、前述の「産

業の都道府県集中度」の平方根を当該県の産

業別構成比で加重平均した数値とした。例え

ば、A県は、A県だけに立地している業種B

しか産業がないと仮定すると、業種Bの都道

府県集中度は10000％ポイント、その平方根

は100であり、A県には業種Bしかないので、

A県の「地域偏在産業の集積度」は100とな

る。この場合、A県以外の者が業種Bに就職

したければ、A県の企業に就職する必要があ

り、100という数値は最も地域偏在性が高い

産業が最も集積している地域であることを示

している。地域偏在産業の集積度が最も高い

のは、東京都の30.4であり、大阪府の26.5、

愛知県の26.1を大幅に上回る。東京都は集積

度が高い業種の割合が高く、その職業に就く

ためには、東京都やその周辺地域へ転入しな

ければならない。「地域偏在産業の集積度」

が高いのは、三大都市圏や福岡県・静岡県・広

島県・宮城県・兵庫県などの政令指定都市を含

む地方の中核都市がある県である。地方の都

市機能を担う県は、集積による経済効果が必

要とされる産業が集中して立地する傾向があ

る。また、輸送用機械・情報通信機械などの

製造拠点がある地域も、工場の規模が大きい

うえ、工場の再編・集約等を経たことで地域

偏在性が高まっており、各地から人材が流入

している可能性がある。

　前述の通り、東京一極集中の是正策とし

て、地方中核都市の“ダム機能”が注目されて

いるが、地方の中核的な都市の「地域偏在産

業の集積度」は自地域内の他県より高く、地

域経済の拠点としての役割をある程度担って

いる。しかし、図表10のように、情報産業

など、東京一極集中がすでに形成されている

産業において、地方の中核都市へその機能を

分散させて人口流出を堰き止めることは、東

京圏での集積による経済効果を有効活用でき

なくなるなどのデメリットがあるため、極め

て困難な状況であると考えられる。

5	．所得環境と生活コスト〜地域間の
所得格差を物価水準で減殺する効果
は限定的

　職業選択に際して、所得水準が高い業種の方

が好まれ、同じ業種でもより高い賃金が得られ

る地域へ人口は移動しやすいものと考えられる。

　図表12は、厚生労働省『賃金構造基本統

計調査』による16年の都道府県別の年間賃

金（きまって支給する現金給与額（月間）×

12＋年間賞与等の特別給与額）の全国水準

との格差である。全国の産業計の年間賃金

（男女）は490万円であり、東京都は最高の

606万円、沖縄県は最低の350万円だった。

賃金水準（全国）が高い業種は、電気・ガ

ス・水道等の公共インフラ、金融関連サービ

ス、情報通信分野、広告業等のマスメディア

や学術研究,技術的・専門的サービス業などで

あり（図表13）、前述の通り、このような産

業は大都市圏に集中して立地している。ま

た、各都道府県の賃金水準格差の業種別寄与

度（業種別の全国との賃金格差×当該県の業

種別構成比として算出）をみると（図表12
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（備考）1	．年間賃金＝きまって支給する現金給与額（16年6月分）×12＋年間賞与等の特別給与額（15年）とした。企業規
模10人以上が対象。男女計
2	．業種別寄与度＝当該業種の全国との賃金格差×当該県の当該業種の労働者数構成比として算出した。産業構造要
因は、当該県と全国との業種別労働者数構成比の相違などで生じる格差とした。
3．厚生労働省『賃金構造基本統計調査（16年）』より信金中央金庫	地域・中小企業研究所が算出、作成
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参照）、総じて各産業の賃金水準は東京都・神

奈川県・愛知県・大阪府といった大都市圏で高

く、それ以外の地域は全国水準を下回ってい

る。例えば、製造業では、自動車・電機メー

カーの本社や工場が集積している東京都・神

奈川県・愛知県・三重県・滋賀県・京都府・大阪

府・兵庫県などの南関東・東海・近畿に加え、

茨城県では日立グループ、山梨県ではファ

ナックなど、大手有力メーカーが立地してい

る地域で賃金水準が高い傾向がある。学術研

究,専門・技術サービス業は、筑波研究学園都

市等がある茨城県やかながわサイエンスパー

ク・横須賀リサーチパーク等の研究施設が集

積している神奈川県が高い。卸小売・運輸業

といった流通・旅客関連は、東京都・大阪府と

いった総合商社や航空・鉄道等の公共交通機

関などの大手企業が集まる大都市圏の賃金水

準の高さが際立っている。一方、地方では、

宿泊・飲食サービス業・生活関連サービス業・

小売業・介護事業など、賃金水準が低い個人

向けサービス業の従業者が相対的に多いう

え、中心市街地の空洞化等で小売店や飲食店

の集客力が弱いなど、同じ業種でも大都市圏

より賃金水準が低く抑えられている。大都市

圏では、グローバルで大規模な独自性の高い

サービスを提供する大手企業が集積するなど、

付加価値率や賃金が高水準になっている。

　大都市圏で賃金水準が高いといっても、生

活するうえで物価水準や家賃等の生活コスト

が高ければ、実質的な所得水準は名目額より

も目減りする。図表14は、消費者物価（持

家の帰属家賃を除く総合）の地域格差（16

年）を示している。東京都は、消費者物価が

全国水準よりも4.4％高い。特に、住居費が

（備考）1	．費目別寄与度は、ラスパイレス類似算式の指数による寄与度とパーシェ類似算式の指数による寄与度の単純算術
平均値。詳細は総務省統計局『消費者物価地域差指数の作成方法』を参照。都道府県名上の数値は、指数が高い方
からの順位
2	．総務省統計局『小売物価統計調査−構造編（16年）』より信金中央金庫	地域・中小企業研究所が算出、作成
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図表14　消費者物価の全国水準との格差と費目別寄与度（16年）
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2.3％ポイント、食料費が約1％ポイント分の

押し上げに寄与した。しかし、東京都は、所

得水準が全国より24％高く、物価が4.4％高

くても、実質的にみた所得水準は依然として

全国より2割程度高い。

　一方、群馬県の物価水準は全国より4.1％、

宮崎県・鹿児島県は3.9％、奈良県は3.4％、

岐阜県・佐賀県は3.2％低く、物価面では生活

しやすい。地方では住居費・教養娯楽費・交通

通信費が安価である半面、特に北海道・東

北・中国・四国・九州北部などでは光熱・水道費

が高い傾向がある。総じて地方の物価水準は

低いが、最も物価が安い地域でも対全国比で

4％程度低い水準にとどまる。確かに、住居

費は、鳥取県が東京都の6割程度と極めて低

水準で、北海道および中国・四国・九州・沖縄

で安い傾向があるなど、費目によっては地域

間で大幅な乖離が生じている。しかし、鳥取

県の平均的な家計の消費支出全体でみると、

物価は東京都より6％程度低い水準にとどま

り、30％以上低い所得格差を物価で減殺す

る効果は限定的である。また、地方では持家

を取得する割合が高く、その分、安い家賃に

よる住居費（除く持家の帰属家賃）の押下げ

効果が抑えられている。

　物価の安さに加え、住宅が取得しやすく、

住環境が良好ならば、ゆとりのある生活を送

りやすいので、人口流入に寄与するものと見

込まれる。そこで、次章では、各地域におけ

る住宅取得の難易度をみるのと同時に、居住

地域における鉄道の混雑・通勤状況等の負担

について検討する。

6	．住宅取得環境と通勤環境〜東京圏
での居住は“ゆとり”が減るデメリッ
ト大

　住宅が取得しやすい地域かどうかは、当該

地域で稼ぐことができる所得水準に対して、

住宅を取得するための所要資金額が何倍に相

当するかが1つの目安となる（住宅取得能

力）。また、広い居住空間を確保できる地域

の方が、くつろぎのある生活を送りやすく、

住環境が良好であるとみなせる（住宅面積）。

　そこで、住宅金融支援機構『フラット35

利用者調査（16年度）』による、住宅取得所

要資金額の世帯年収倍率と住宅面積の散布図

をみることにする（図表15）。住宅が取得し

やすくて住宅面積が広い地域は、富山県・石

川県・福井県・長野県・新潟県といった北陸・信

越、青森県・福島県・岩手県などの東北や徳島

県・北海道などである。例えば、富山県は、

所要資金額が3,266万円で、夫婦共働き世帯

が多いことも寄与して世帯年収の5.4年分と

低く、住宅面積は128.2m2と広い。一方、東

京都は、所要資金額が富山県より35％高い

4,415万円で世帯年収の6.1年分に達するう

え、住宅面積は82.5m2で富山県の約3分の2程

度と極めて狭い。東京都・神奈川県・埼玉県と

いった南関東では住宅取得の負担が重いう

え、居住空間もゆとりが少ない。

　また、大都市圏では、人口の集中で交通機

関が著しく混雑するなど、通勤・日常移動の

面でデメリットが多い。例えば、国土交通省

『混雑率データ』によると、16年度の東京圏に
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おける鉄道主要31区間の平均混雑率（最混雑

時間帯1時間の平均）は165％であった。特に、

東京メトロ東西線木場駅⇒門前仲町駅（時間

帯7：50〜8：50）の混雑率は199％、JR総武線

（緩行）錦糸町駅⇒両国駅（同7:34〜8:34）は

198％、小田急電鉄小田原線世田谷代田駅⇒

下北沢駅（同7：46〜8：48）は192％、JR横須賀

線武蔵小杉駅⇒西大井駅（同7：26〜8：26）

は191％に達した。混雑率200％は「体が触れ

合い相当圧迫感があるが、週刊誌程度なら何

とか読める」状況である。一方、大阪圏（20

区間）の平均混雑率は125％、名古屋圏（8区

間）は130％であり、混雑率150％の「広げ

て楽に新聞を読める」水準よりも圧迫感は弱

い。東京圏における通勤ラッシュは、平均混

雑率が200％を超えていた1990年頃までと比

べれば緩和しているものの、2010年代に

入ってからは165％前後の横ばい圏で推移し

ている。団塊の世代（1947〜49年生まれ）

が定年退職を迎えた後も、区間によっては著

しく高い混雑率が続いており、通勤が労働者

のストレスになっている。

　また、東京圏では、長時間の通勤を強いら

れるケースが多い。図表16は、都道府県別

の有業者で働き盛り世代（25〜54歳）の「通

勤・通学」平均時間（16年、平日1日）である。

全国的におおむね男性の方が女性よりも通勤

時間は長く、女性は自宅近隣で働く傾向が強

い。男性についてみると、千葉県は120分で

最長であり、神奈川県は116分、埼玉県は

111分、東京都は106分と東京圏では軒並み

100分を超えている。大阪圏では奈良県が

104分で最長であり、大阪府は96分、兵庫県

は89分と2桁にとどまった。名古屋圏は愛知

（備考）1	．各県のフラット35利用者全体における住宅取得所要資金額÷世帯年収とした。
2	．住宅金融支援機構『フラット35利用者調査（16年度）』より信金中央金庫	地域・中小企業研究所が算出、作成
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県が全国水準と同程度の89分である。近年、

東京圏では都市再開発等に伴うタワーマン

ションの建設ラッシュで職住近接が進展して

いるものの、マンション価格の上昇や高止ま

りなどで、一部の高所得者層に限られてい

る。職住近接が困難な労働者は、子育て等で

比較的広めの住宅を都心部近郊で取得する

ケースが多く、住宅取得の所要資金額は都心

部よりも低く抑えられる半面、時間をかけて

通勤しなければならないという、トレードオ

フの関係が成り立っている。

　一方、青森県・岩手県・秋田県・大分県・宮崎

県などは60分前後で、通勤による時間的な

負担は東京圏の半分程度に抑えられており、

1か月で約1日分の時間を東京圏より有効に

活用できる計算になる。

7	．都道府県間人口移動の要因分析〜
修正重力モデルによる分析

　都道府県間人口移動における転入先を決定

する主な要因について検討してきたが、本章

では、統計的に、どの要因が人口移動に大き

な影響を及ぼすのかについて考察する。

　ある地域から他の地域へ人口がどの程度移

動するのかという“空間的相互作用”の分析手

法で、『重力モデル』と呼ばれる推定法があ

る。転出元の人口（放出性の尺度、常住地人

口等）が多ければ、人口移動する人数は多

く、転入先の働き口・雇用規模（吸収性の尺

度、従業地就業者数等）が大きければ、その

転入先への移動者数は多くなると見込まれ

る。また、地域間移動の困難度（分離性の尺

度、都道府県庁間の距離等）が小さければ、

両地域相互の移動者数は多く、移動が困難に

なるほど少ないという状況を数式化したモデ

ルである（図表17数式①）。さらに本稿で

は、暮らし向き（年間賃金）、生活費の負担

（消費者物価地域差指数）、住宅取得の難易度

（1m2当たりの住宅取得資金所要額の対世帯

年収倍率）、ドーナツ化現象（昼夜間人口比

（備考）1	．25〜54歳の5歳階級毎の「通勤･通学」行動者平均時間（平日1日）を推定有業者数×行動者率で加重平均した数値
2．総務省統計局『社会生活基本調査（16年）』より信金中央金庫	地域・中小企業研究所が算出、作成
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率）といった経済・社会状況を示す統計指標

の要因を数式に組み込んだ、『修正重力モデ

ル』と呼ばれる手法を利用して分析すること

にする（図表17数式②）。

　この5年間の都道府県間の人口移動（10→	

15年）について、図表18の各要因の影響度

（線形最小二乗法の係数）をみると、転出元

の人口規模がプラス、転入先の雇用規模がプ

ラス、都道府県庁間の距離がマイナスであっ

た。人口が多い地域ほど、より雇用の受け皿

が大きく、より都道府県間の距離が近い地域

へ人口が移動しやすいことが示されている。

また、賃金水準が高く、暮らし向きが良好

で、消費者物価が比較的安くて生活費の負担

が軽い地域ほど、多くの人口が流入するとい

う結果が得られた。なお、通勤時間等は、賃

金水準等との相関関係が強く、統計的に正確

な結果が得られないのでモデルから除外して

いる（注1）。しかし、近年、職住近接が進展し

ているものの、ドーナツ化現象の度合いを示

す昼夜間人口比率や住宅取得の難易度の係数

は符号がマイナスであり、結婚・出産・育児と

いうライフステージに合わせて、居住空間が

広い住宅を取得しやすい都心部郊外のベッド

タウンへ人口が移動する構造が成り立ってい

るものと推測される。

　転出元の地域別に各要因の影響度（非線形

最小二乗法の係数）を算出すると、近畿や西

図表17　都道府県間人口移動の『修正重力モデル』の概要

地域間の人口移動者数を次の数式で表したものを『重力モデル』と呼ぶ。

①

tijはi県からj県への人口移動者数、piはi県の人口規模、qjはj県の雇用規模、cijはi県とj県の距離、k
＞0は調整係数
また、この数式に、賃金水準、消費者物価地域差指数、住宅取得資金所要額（1m2当たり）の対世
帯年収倍率、昼夜間人口比率等の各地域の経済・社会状況や地域特性（地域ダミー）を組み込む
と、以下のような『修正重力モデル』と呼ばれる数式になる。

②

AiやBiはi県の賃金水準や消費者物価地域差指数等の経済・社会状況を示す統計指標である。
まず、この数式を対数変換して最小二乗法でα、β等の係数を算出する（線形最小二乗法）。次
に、この結果を初期値として数式②に代入して計算値を求め、この計算値と実績値の乖離幅の2乗
和が最小となるように新たなα、β等の係数を算出することで（非線形最小二乗法）、都道府県間
人口移動の各要因の影響度を考察する。

（備考	）栗田治（2013）『都市と地域の数理モデル』、田村一軌（2017）『大学進学にともなう都道府県間人口移動の定量分析
−修正重力モデルによる分析−』等を参考に信金中央金庫	地域・中小企業研究所が作成

（注）1	．相関関係が強い変数同士が同時にモデルに入ると、多重共線性と呼ばれる問題が生じ、正確な結果が得られない。その判
断基準はVIF統計量が10以上とされている。また、係数が0であるという帰無仮説を有意水準5％で棄却できない変数は除外
した。
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日本（中四国以西）の地域は、転入先の賃金

水準が人口移動に影響を及ぼす度合いが強い

傾向が見受けられる（図表19）。特に西日本

は、消費者物価地域差指数が低い地域ほど、

その地域への転出者が増える傾向があり、実

質的な所得水準の動向に感応的であると見込

まれる。また、東海・北陸は、住宅取得所要

資金額（1m2当たり）の対世帯年収倍率が高

い地域ほど、その地域への転出者数が増える

結果となった。北陸などの地域は、夫婦共働

きの大家族世帯で広い持家に住んでいるケー

スが多く（注2）、前述の通り、住宅取得所要資

金額の対世帯年収倍率が低いという特徴があ

る。そのため、転出元より居住空間が狭く、

住宅取得所要資金額が割高な地域へ転居する

ケースが多いことが、この結果に反映された

図表18　都道府県間人口移動の修正重力モデルによる要因分析
線形最小二乗法の結果 非線形最小二乗法の係数

全都道府県間
全国

転出元

変数名
偏回帰係
数

標準偏回
帰係数 t値 判定 VIF

統計量 東日本 南関東 東海北陸 近畿 西日本

定数項 -18.726 -47.966 ** -18.885 -17.680 -40.298 -18.823 -13.284 -19.051
転出元の人口規模 1.231 0.578 59.549 ** 2.165 0.956 1.143 2.180 1.100 0.967 1.362
転入先の雇用規模 1.123 0.539 46.358 ** 3.101 1.136 0.769 1.244 1.108 0.832 0.909
都道府県庁間の距離 -1.009 -0.514 -53.053 ** 2.155 -0.424 -0.354 -0.224 -0.690 -0.557 -0.715
＜経済・社会統計指標＞
年間賃金 1.884 0.204 14.709 ** 4.414 0.582 1.289 1.847 0.421 4.176 3.230
消費者物価地域差指数 -1.447 -0.023 -2.278 * 2.299 -0.305 -1.135 -1.404 -1.630 0.266 -2.564
住宅取得資金額の年収倍率 -1.245 -0.118 -8.311 ** 4.605 -0.657 -0.537 -1.158 0.919 -1.516 -0.869
昼夜間人口比率 -1.385 -0.051 -6.899 ** 1.277 -1.520 -0.494 -1.371 -1.682 -1.969 -1.496
＜地域特性＞
・転入先ダミー
　北海道 -1.364 -0.125 -12.840 ** 2.171 -0.838 0.106 -1.440 -1.170 -1.273 -1.943
　東北 -1.787 -0.378 -22.315 ** 6.594 -0.783 0.103 -1.637 -1.490 -1.970 -2.258
　北関東甲信越 -2.266 -0.480 -25.603 ** 8.060 -1.167 -0.108 -1.598 -1.909 -2.516 -2.793
　南関東 -1.558 -0.276 -14.789 ** 7.978 -0.936 0.370 -1.625 -1.808 -1.458 -1.660
　北陸 -2.152 -0.334 -23.058 ** 4.807 -1.038 -0.780 -2.136 -0.937 -1.716 -2.729
　東海 -2.349 -0.416 -24.633 ** 6.542 -1.276 -0.646 -2.430 -1.535 -2.338 -2.365
　近畿 -2.042 -0.432 -21.592 ** 9.202 -1.152 -0.898 -2.172 -2.116 -1.614 -1.890
　中国 -1.602 -0.313 -18.206 ** 6.796 -0.674 -1.176 -1.604 -1.657 -1.277 -1.352
　四国 -1.857 -0.328 -20.680 ** 5.796 -0.811 -2.184 -1.848 -1.766 -1.365 -1.612
　九州 -1.367 -0.309 -16.583 ** 7.958 -0.407 -0.883 -1.404 -1.240 -0.979 -0.939
　隣接県 0.671 0.119 14.181 ** 1.609 0.796 0.625 0.629 0.579 0.461 0.367
・東日本大震災ダミー 1.192 0.063 9.030 ** 1.108 0.993 1.122 − − − −
・首都圏内ダミー -1.897 -0.089 -12.474 ** 1.179 -0.435 − − − − −
・転出元沖縄ダミー 1.257 0.115 16.219 ** 1.155 0.525 − − − − 0.318

修正済決
定係数

F値 P値 判定

0.906 991.966 0.000 **

（備考）1	．人口移動は10→15年。各統計指標は、原則、10年と15年の平均値を用いた。東日本は北海道・東北・北関東甲信越、
西日本は中国・四国・九州・沖縄とした。
2	．判定の＊は有意水準5％、＊＊は有意水準1％
3	．転入先ダミーは全都道府県の転出元において転入先が当該地域の時に1、それ以外の時に0、東日本大震災ダミー
は東北各県で転入先が青森県・岩手県・宮城県の時に1、それ以外の時に0、首都圏内ダミーは南関東各都県で転入先
が埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県の時に1、それ以外の時に0、転出元沖縄ダミーは転出元が沖縄県の時に1、それ
以外の時に0を与える変数とした。
4	．総務省統計局『国勢調査』『小売物価統計調査−構造編』、厚生労働省『賃金構造基本統計調査』、住宅金融支援機
構『フラット35利用者調査』、国土地理院『都道府県庁間の距離』などより信金中央金庫	地域・中小企業研究所が算
出、作成

（注）2	．総務省統計局『国勢調査』による15年の持家率（住宅に住む一般世帯に占める持家に住む世帯の割合）は、1位が富山県
（78.1％）、3位が福井県（75.7％）と上位を占める。
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可能性がある。

　本稿で人口移動モデルに採用した経済・社

会統計指標のうち、変数の重要性を示す標準

偏回帰係数の数値が最も大きかったのは賃金

水準であった（図表18、図表20参照）。ゆと

りのある安定した生活を送ったり、大都市圏

に集積している所得水準が高い職業に就職し

たりするために、移住先として所得環境が良

好な地域が選択されているものと推測され、

人口移動において賃金水準が重要であること

が判明した。しかし、地方では、観光産業な

どで地域経済の活性化を図っているケースが

多いものの、宿泊業は賃金水準が低く、全国

に観光地が遍在していて地域間競争が激しい

業種なので、観光産業で従業者等の定住者の

流入や若者の地元定着を促すことは容易なこ

とではない。観光産業等の地方の“基盤産業”

においても、体験型観光等による高付加価値

サービスの提供など、他地域との差別化を

図って賃金水準を引き上げられる構造に転換

しなければ、人口減少や人材不足に歯止めが

掛からないおそれがある。温泉街等の団体客

を重視した食事料金込みのプランしかない旧

態依然とした旅館などは未だに多く、客の嗜

好の変化・客層の多様化に対応した自由度の

高いサービスの提供、他地域との連携による

広域的旅行プランの開発や予約受付・情報発

信方法の見直し等の戦略的マーケティングの

実施など、従来のやり方を改めることから始

める必要があろう。

8	．人口移動による地域経済への影響
〜“稼ぐ力”が強い地域へ所得がシフト

（1	）地域経済における各産業の労働力の需

要先と供給元

　本節では、都道府県間の人口移動者が、実

（備考）1	．人口移動は10→15年。図表18の非線形最小二乗
法の各偏回帰係数の数値
2	．図表18より信金中央金庫	地域・中小企業研究所
が作成
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図表19	　転出元別の都道府県間人口移動に及
ぼす要因別影響度

（備考）1	．人口移動は10→15年。推計値は図表17数式②に
図表18の非線形最小二乗法の各係数と各統計指標
を代入して算出した数値
2	．軸は底を10とした対数（常用対数）の目盛間隔
を用いた。
3	．図表18に基づいて信金中央金庫	地域・中小企業
研究所が作成

y=0.9767x+24.676
R²= 0.972

10

100

1000

10000

100000

1000000

10 100 1000 10000 100000 1000000

都道府県間の転出者数実績値（人）

都
道
府
県
間
の
転
出
者
数
推
計
値（
人
）

（対数目盛）

（対数目盛）
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際に、転入先でどのような産業で働いている

のかをみることで、①各産業で他県から労働

力を需要している“吸引力”が強い地域はどこ

なのか、②他県へ労働力が吸い上げられる

“供給元”の地域はどこなのかを検討し、各都

道府県の競争力が強い産業と弱い産業を考察

する。

　図表21は、都道府県間の人口移動者（10→	

15年）の業種別就業者数について、転入し

た就業者数から転出した就業者数を差し引い

た人数（対10年就業者数比）である。

　製造業は、北関東・東海各県や広島県と

いった自動車産業集積地および埼玉県・長野

県・滋賀県・富山県・香川県などが、県外から

多くの労働力を確保している。逆に、東北や

九州・沖縄の各県は、転出者が製造業に就職

するケースが多く、これらの地域は雇用創出

規模が大きい自動車産業などへの労働力の供

給元としての役割を担っている。また、岩手

県・宮城県・福島県といった東日本大震災の被

災地では、建設業が復興等のために県外から

労働力を呼び寄せていることが分かる。宿

泊・飲食サービス業は、三大都市圏や地方中

核都市で転入が超過しており、特に、世界有

数の観光都市である京都府や沖縄県で就業者

の流入が多い。東京都は、情報通信業が労働

（備考）1	．人口移動は10→15年。15年の都道府県間人口移動者の業種別就業者数について、当該県への転入者数−当該県か
らの転出者数とした数値の対5年前（10年）就業者数比
2	.．総務省統計局『国勢調査』より信金中央金庫	地域・中小企業研究所が算出、作成
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図表21	　都道府県間人口移動者（10→15年）の業種別就業者数（転入超過数）の対5年前（10年）
就業者数比



	 調　査	 39

者を他県から多く雇用しており、IT関連産

業の東京一極集中が進展している様子がうか

がえる。地方でも、高速通信網を整備した徳

島県神山町のように、IT関連企業が立地し

たことで、人口が転入超過に転じた例がある

ものの、情報通信分野では東京都のような大

都市圏への集積による優位性が極めて高い。

　地方では、転入者数の規模は小さいもの

の、農林水産業が県外から就業者を呼び込む

産業として貢献している（図表21、22）。ま

図表22	　都道府県間人口移動者（10→15年）の業種別就業者数（転入超過数）上位5業種と下
位5業種

<他県から受け入れる労働者数が多い産業> <他県へ供給する労働者数が多い産業>
各産業の転入者の就業者数−転出者の就業者数の上位5業種 各産業の転入者の就業者数−転出者の就業者数の下位5業種

県名 上位1位 上位2位 上位3位 上位4位 上位5位 下位5位 下位4位 下位3位 下位2位 下位1位
北海道 農林業 複合サ 電気・水道等 漁業 不動産・物品賃貸 医療・福祉 研究・専門サ等 情報通信 建設業 製造業
青森 農林業 公務 漁業 鉱業等 複合サ 卸売・小売 医療・福祉 宿泊・飲食サ 建設業 製造業
岩手 建設業 研究・専門サ等 農林業 公務 卸売・小売 生活サ・娯楽 医療・福祉 情報通信 宿泊・飲食サ 製造業
宮城 建設業 卸売・小売 宿泊・飲食サ 公務 不動産・物品賃貸 複合サ 農林業 医療・福祉 情報通信 製造業
秋田 農林業 複合サ 金融・保険 漁業 鉱業等 医療・福祉 卸売・小売 建設業 宿泊・飲食サ 製造業
山形 農林業 金融・保険 複合サ 漁業 鉱業等 研究・専門サ等 建設業 情報通信 製造業 宿泊・飲食サ
福島 建設業 その他サ 電気・水道等 公務 複合サ 情報通信 宿泊・飲食サ 医療・福祉 卸売・小売 製造業
茨城 製造業 研究・専門サ等 建設業 農林業 複合サ その他サ 教育関連 宿泊・飲食サ 卸売・小売 情報通信
栃木 製造業 研究・専門サ等 農林業 公務 教育関連 その他サ 卸売・小売 宿泊・飲食サ 情報通信 医療・福祉
群馬 製造業 農林業 複合サ 建設業 鉱業等 卸売・小売 その他サ 宿泊・飲食サ 医療・福祉 情報通信
埼玉 卸売・小売 製造業 公務 建設業 情報通信 複合サ 漁業 電気・水道等 農林業 金融・保険
千葉 運輸・郵便 生活サ・娯楽 医療・福祉 宿泊・飲食サ 建設業 公務 研究・専門サ等 情報通信 金融・保険 製造業
東京 情報通信 宿泊・飲食サ 金融・保険 卸売・小売 医療・福祉 複合サ 運輸・郵便 建設業 農林業 製造業
神奈川 医療・福祉 宿泊・飲食サ 情報通信 卸売・小売 研究・専門サ等 複合サ 建設業 公務 農林業 金融・保険
新潟 電気・水道等 金融・保険 農林業 複合サ 教育関連 その他サ 卸売・小売 情報通信 医療・福祉 宿泊・飲食サ
富山 製造業 卸売・小売 建設業 教育関連 金融・保険 不動産等/鉱業等 電気・水道等 公務 情報通信 宿泊・飲食サ
石川 卸売・小売 教育関連 宿泊・飲食サ 運輸・郵便 生活サ・娯楽 建設業 情報通信 研究・専門サ等 製造業 医療・福祉
福井 電気・水道等 製造業 教育関連 研究・専門サ等 農林業 公務 卸売・小売 医療・福祉 情報通信 宿泊・飲食サ
山梨 農林業 鉱業等 漁業 複合サ 建設業 製造業 卸売・小売 情報通信 教育関連 医療・福祉
長野 製造業 農林業 医療・福祉 公務 教育関連 その他サ 運輸・郵便 情報通信 卸売・小売 宿泊・飲食サ
岐阜 農林業 複合サ 鉱業等 漁業 電気・水道等 その他サ 情報通信 卸売・小売 宿泊・飲食サ 医療・福祉
静岡 製造業 公務 医療・福祉 研究・専門サ等 教育関連 生活サ・娯楽 その他サ 情報通信 卸売・小売 宿泊・飲食サ
愛知 製造業 卸売・小売 医療・福祉 研究・専門サ等 運輸・郵便 鉱業等 漁業 複合サ 公務 農林業
三重 製造業 農林業 漁業 複合サ 鉱業等 運輸・郵便 情報通信 医療・福祉 宿泊・飲食サ 卸売・小売
滋賀 製造業 医療・福祉 宿泊・飲食サ 教育関連 公務 建設業 研究・専門サ等 金融・保険 卸売・小売 情報通信
京都 宿泊・飲食サ 教育関連 生活サ・娯楽 漁業 鉱業等 卸売・小売 金融・保険 研究・専門サ等 情報通信 製造業
大阪 宿泊・飲食サ 医療・福祉 電気・水道等 教育関連 不動産・物品賃貸 研究・専門サ等 農林業 建設業 公務 製造業
兵庫 医療・福祉 製造業 電気・水道等 鉱業等 複合サ 公務 金融・保険 建設業 情報通信 卸売・小売
奈良 電気・水道等 鉱業等 漁業 複合サ 農林業 研究・専門サ等 建設業 情報通信 卸売・小売 製造業
和歌山 農林業 電気・水道等 複合サ 漁業 鉱業等 運輸・郵便 情報通信 宿泊・飲食サ 製造業 卸売・小売
鳥取 農林業 公務 教育関連 金融・保険 複合サ 情報通信 建設業 その他サ 宿泊・飲食サ 製造業
島根 農林業 研究・専門サ等 教育関連 公務 複合サ 卸売・小売 情報通信 運輸・郵便 製造業 宿泊・飲食サ
岡山 卸売・小売 農林業 宿泊・飲食サ 教育関連 運輸・郵便 漁業 研究・専門サ等 公務 情報通信 医療・福祉
広島 製造業 公務 卸売・小売 運輸・郵便 不動産・物品賃貸 建設業 教育関連 研究・専門サ等 宿泊・飲食サ 情報通信
山口 公務 農林業 複合サ 漁業 建設業 卸売・小売 研究・専門サ等 医療・福祉 情報通信 製造業
徳島 農林業 複合サ 漁業 金融・保険 鉱業等 運輸・郵便 情報通信 卸売・小売 製造業 医療・福祉
香川 製造業 公務 卸売・小売 建設業 運輸・郵便 鉱業等 生活サ・娯楽 情報通信 研究・専門サ等 宿泊・飲食サ
愛媛 農林業 金融・保険 複合サ 漁業 電気・水道等 教育関連 情報通信 卸売・小売 製造業 宿泊・飲食サ
高知 農林業 漁業 複合サ 公務 鉱業等 宿泊・飲食サ 情報通信 卸売・小売 医療・福祉 製造業
福岡 卸売・小売 医療・福祉 その他サ 教育関連 宿泊・飲食サ 農林業 建設業 情報通信 公務 製造業
佐賀 農林業 教育関連 卸売・小売 複合サ 公務 その他サ 研究・専門サ等 情報通信 宿泊・飲食サ 製造業
長崎 公務 農林業 漁業 複合サ 金融・保険 その他サ 医療・福祉 宿泊・飲食サ 卸売・小売 製造業
熊本 農林業 医療・福祉 複合サ 漁業 金融・保険 建設業 宿泊・飲食サ 情報通信 公務 製造業
大分 農林業 公務 複合サ 金融・保険 教育関連 その他サ 医療・福祉 情報通信 宿泊・飲食サ 製造業
宮崎 農林業 金融・保険 教育関連 複合サ 不動産・物品賃貸 公務 建設業 医療・福祉 宿泊・飲食サ 製造業
鹿児島 農林業 複合サ 漁業 金融・保険 建設業 その他サ 公務 宿泊・飲食サ 情報通信 製造業
沖縄 公務 宿泊・飲食サ 教育関連 その他サ 卸売・小売 漁業 鉱業等 建設業 運輸・郵便 製造業

（備考）1	．人口移動は10→15年。シャドーは転入超過の業種。表で罫線が引いてない順位同士は転入超過数が同数であるこ
とを示している。表中の「サ」は「サービス業」の略
2	．図表21に基づいて信金中央金庫	地域・中小企業研究所が算出、作成算出、作成
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た、新潟県・福井県・山口県・沖縄県など、発

電所や自衛隊等の公共インフラ施設の所在地

では、これらの部門が転勤等も寄与して人口

の流入に一定の影響を及ぼしている。一方、

地方で地域経済の活性化の原動力として期待

されている宿泊・飲食サービス業は、大都市

圏や京都・沖縄等で流入超過が多い半面、こ

れらの地域以外は総じて県外転入者が少ない

ため、人口減少の歯止めに寄与していない。

全国でみればインバウンド（訪日外国人客）

が増加しているとはいえ、多くの地域は地元

の定住人口の減少や交流人口の低迷を余儀な

くされており、観光需要や交流人口の規模が

大きい地域へ労働力が移動している傾向が強

いものと推測される。

（2	）都道府県間人口移動による所得流出入

動向〜輸出産業や知識産業集積地に流入

　前節で、都道府県間人口移動者の産業別の

就業動向についてみたが、働き手が他県に転

出すれば、その就業者が稼ぐ所得が県外へ流

出するため、県内の消費活動などの地域経済

に大きな影響が及ぶものと考えられる。そこ

で、就業者の地域間移動によって本来は得ら

れたであろう所得が、どれだけ県外に流出す

るのか、あるいは、就業者の転入によってど

れだけ県内で所得が生み出されるのかを算出

することで、都道府県間人口移動による地域

経済への影響を考察する（図表23）。

　青森県は、1年間に就業者（除く公務）が

稼ぐ所得総額の0.4％分が就業者の転出超過

（備考）1	．人口移動は10→15年。（図表21の業種別就業者数の転入超過数÷5）×（図表12と同様の業種別年間賃金）の業種
合計で算出した。公務は含んでいない。農林漁業の年間賃金は、便宜的に、県民経済計算（14年度）の県内雇用者
報酬÷国勢調査の従業地就業者数で算出した1人当たり県内雇用者報酬を用いた。
2	．就業者の人数は常住地ベースだが、年間賃金は当該都道府県に立地する事業所の水準（15年）を用いて算出して
いる点に留意を要する。
3	．総務省統計局『国勢調査』、厚生労働省『賃金構造基本統計調査』、内閣府『県民経済計算』より信金中央金庫	地
域・中小企業研究所が算出、作成
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図表23　都道府県間人口移動による所得の流出入動向
　　　（対所得総額比、10→15年の年換算、15年賃金水準）
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によって県外へシフトしているおそれがあ

り、秋田県や奈良県は0.3％台半ば程度と推

計される。所得の流出超過規模を金額に換算

すると（15年賃金水準）、青森県は93億円、

秋田県は57億円、奈良県は86億円と見込ま

れる。

　一方、愛知県は所得総額の0.3％、東京都

や埼玉県は0.1％台半ば、宮城県・滋賀県・神

奈川県などは0.1％前半の規模で所得が純流

入しているものと推計される。金額に換算す

ると、愛知県は526億円、東京都は476億円、

埼玉県は213億円、宮城県は58億円、滋賀県

は36億円、神奈川県は205億円となった。宮

城県は復興需要等によって建設業が押上げに

大きく寄与しているが、輸出産業や情報通信

業等の知識産業の集積地として“稼ぐ力”が強

い地域の所得流入が大きい様子がうかがえ

る。所得水準が高い地域へ就業者が集まる構

図が成り立っており、産業の集積効果による

付加価値の高まりで更に賃金水準が上昇し、

一段と地域経済の格差が拡大しているおそれ

がある。

9．おわりに

　東京一極集中が地方の人口減少の一因とし

て問題視されているが、東京圏では、情報通

信業等の“地域偏在産業”の集積などによる外

部経済効果が寄与して付加価値の高いサービ

スが提供され、所得水準が上昇することで更

なる人口流入が生じ、一段と集積が進むとい

う格差拡大の構造が成り立っていることが分

かった。一方、地方では、観光産業振興等で

域外から所得を呼び込む“稼ぐ力”の強化を推

し進めている地域が多いものの、三大都市圏

や京都府・沖縄県などの有力観光都市へ労働

力がシフトしているのが現状である。

　地方の人口流出に歯止めをかけるには、地

域固有の地理・気候・天然資源等を活用して農

林水産業の差別化を推し進めるほか、観光産

業では、地元の文化・自然資源・観光コンテン

ツ等を生かした他地域では体験できないコト

消費の促進、観光客のニーズに適った自由度

の高い柔軟性がある観光プランの構築、他地

域や異業種・日本版DMO（注3）（地域の多様な関

係者を巻き込みつつ、科学的アプロ−チを取

り入れた観光地域づくりを行う舵取り役）と

の連携強化、情報の共有・戦略的活用・発信手

法の高度化などによって、付加価値を高める

ことで所得水準を向上させるなど、地域が主

体的に従来型の経営・運営方針から脱却する

必要がある。

　また、東京圏は、住環境や通勤時間などの

生活面で“ゆとり”が少ないといったデメリッ

トがみられた。国立社会保障・人口問題研究

所『第8回人口移動調査（16年概要）』によ

ると、県外移動経験者のうち、出身都道府県

に戻った人の割合は43.7％に達する。06年の

45.2％、11年の44.8％から低下しているもの

の、平均的な家計の生活費が安く、都会の喧

騒から離れてくつろいだ暮らしを送りたいな

どの理由で地元へ戻る人も一定数存在してい

る。このような都会からの移住者を受け入

（注）3	．Destination	Management/Marketing	Organizationの略
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れ、移住者がその地域で生活しやすく、社会

参画へのハードルが低い開かれたコミュニ

ティを形成することが、移住者の定着率を高

め、労働力としての活躍も期待できる環境が

整うものと考えられる。
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